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An Analysis of the Yugoslav Conflict from the Viewpoint
of Humanitarian Intervention: Aspects of Legitimacy and Effectiveness
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AIBA Kazuhiko* *
This paper analyses the Yugoslav conflict, particularly the armed conflict in Bosnia and
Herzegovina, from the perspective of humanitarian intervention. Since one of the charactens-
tics of this conflict is the c0-existence of the conflict resolution approach and the humanitar-
lan intervention approach, a conceptual clarification of these approaches and their relations is
attempted in the first part of the paper. It is argued that the conditions for successful hu-
mamtanan intervention are legitimacy and effectiveness. The UN peacekeeping force
UNPROFOR, deployed in Bosnia is examined from these two angles. Concerning legitimacy,
the UN Charter and the Security Council re紺Iutions are of importance. The crucial factors
for effectiveness include military capability and the will to mobilize it. When examined in
terms of legitimacy and effectiveness, UNPROFOR is shown to be unsatisfactory. It is re-
garded as a伝ilure of humanitarian intervention.
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「人道的介入」という言葉がよく聞かれるよ
はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うになったが、ボスニアの人々と接してみる
と、空虚な言葉であることが実感できる。大
凶凶(まがまが)しい空気とはこういうのだ　　　道的介入が、非人道的な状態にある人の救援
ろうか。同行した知人も「宗教などには関心　　　を意味するなら、旧ユーゴ紛争の場合、一般
うすいのですが、何か虐殺の霊とでも言うん　　　的には失敗例とみなされるだろう。どうして
でしょうかねえ-」と、腕組みしたまま動か　　　人道的介入は成功しないのだろうか、何が問
ない。ボスニア・ヘルツェゴビナ(以下、ボ　　　題なのだろうか。
スニア)I)の首都サラエボから車で約3時間、　　　本稿では、こういった問題意識をベースに、
スレプレニッァの町には、やはり特異な雰囲　　-旧ユーゴ紛争の事例を元にして、人道的介入
気があった。　　　　　　　　　　　　　　　　が成功しない要因をいくつかの側面から考察
1995年7月、国連安全地域に指定されて　　　する。人道的介入に関する事例研究としては、
いたこの町は、セルビア人の攻撃により陥落、　　湾岸戦争直後のイラク、 1992年から93年の
その際、数千のムスリム人(イスラム教徒)2)　　ソマリア、 1994年のルワンダなども重要で
が殺害されたとみられている。単独の戦争犯　　あるが4)、坦ユーゴ紛争の事例は、人道的介
罪としては、第2次世界大戦後のヨーロッパ　　人の観点から考察した場合、特に次の3点に
では最悪のものとされ3)、国際社会の反響も　　　おいて特徴を有している。 1点目は、人道的
大きかった。スレプレニッァに限らず、旧ユー　　　介入の対象となる事態についての特徴である。
ゴスラビア連邦(以下、旧ユーゴ)で発生し　　　対象となる事態は、その原因により、 ①内戦
た武力紛争では、初期のころから「民族浄化　　により引き起こされた著しい人道上の危機、
(Ethnic Cleansing)」と呼ばれる非人道的な　　②無政府状態による著しい人道上の危機、 ③
行為が繰り返された。国際社会はこの紛争を　　独裁暴政による著しい人道上の危機、の3類
憂慮したのだが、和平合意まで約4年かかり、　　型に分けられるが5)、旧ユーゴ紛争は①のケ-
その間、凄惨な「浄化」により多くの犠牲者が　　　スにあたる例といえる6)。 2点目は、旧ユー
出た。　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ紛争は、人道的介入の概念と、紛争解決の
筆者は1996年8、 9月と97年8、 9月の2　　概念が同時に適用されたケースと言える点で
回にわたり、武力紛争終息後のボスニアを訪　　ある。内戦に対して、人道的介入と紛争解決
ねる機会を得たOデイトン和平合意から2年　　の二つのアプローチが併存・競合し、相互に
近く経とうとしていたが、依然、民族間の対　　連関した事例として特徴的である。 3点目は、
立は根強く、人々の悲嘆は深い。冷戦終結後、　　主体による分類では、国連による人道的介入
▼tttttlllll▼-
1)旧ユーゴスラビア連邦に属していた当時は「ボスニア・ヘルツェゴビナ共和国」だったが、デイトン合意により新しい国
名は「ボスニア・ヘルツェゴビナ」となり、共和Bilは付かないのが正式0
2)旧ユーゴで1971年のEg勢調査から認められた「民族」。原語の意味は「イスラム教徒」であり、すでに「～人」の意味
を含んでいるので、本来的には「ムスリム」と表記すべきだが、ここでは慣用的に「ムスリム人」として表記する0
3 ) J.W.Honing and N.Both, Srebrenica, Penguin Books, 1996, p.xix.
4)この他、冷戦中の事例としては1971年のインドによる東パキスタン傾バングラディシュ)への介入、 1978年から79年
のベトナムによるカンボジア(ポル・ポト政権)への介入、 1979年のタンザニアによるウガンダ(アミン政権)への介入
などが言及される。
5)宮坂直史「パワー・ポリティクスとしての人道的介入」 『平和研究』第22号、1997年、95-98頁
6)たとえば、 ②は1992年前後からのソマリア、 1990年以降のリベリア、 ③はポル・ポト政権下のカンボジア、アミン政権
下のウガンダ、サダム・フセイン政権下のイラクなどがあげられる。
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のバク-ンとE]される点である。主体として　　　アに展開されたUNPROFORの活動が人道
は国家(群)単独のパターンもあるが、旧ユー　　　的介入に近いことを示す。 Ⅱでは紛争解決の
ゴ紛争の場合は、国連のPKOである国連保　　概念、プロセスと人道的介入の概念的関係を
護軍(The United Nations Protection Force　　　考察する。これは、旧ユーゴ紛争では紛争解
- UNPROFOR、以下UNPROFOR)が主要　　　決と人道的介入の両概念が併存、競合すると
なアクターである.旧ユーゴ紛争は、以上の　　　みられるためで、この関係を整理、明確にし
ような特徴ゆえに、他の事例からは導きにく　　　ないと議論の本質があいまいになりかねない。
い争点も提示できると思われ、人道的介入の　　　IIIとⅣで、ボスニアUNPROFORの活動
議論に対して有意義な示唆を与えると考えら　　　をを中心に、 「正当性」と「実効性」の観点
れる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から検証を行う。成功する人道的介入という
人道的介入という言葉は、その定義が必ず　　　ものを想定して、その条件を考えた場合、 -
Lも一定、明確でないため混乱を生じること　　　つの枠組みとなるのは、 「正当性」と「実効
が少なくない7)。そのように「人道的という　　　性」という2つの規準であると思われる。そ
言葉が見境なく使用されている状況」では、　　　こでここでは、　まずⅢでボスニア
議論自体がかみ合わず、また、実際に紛争の　　　UNPROFORによる活動の「正当性」につ
現場で要求される基本原則が暖味になる懸念　　　いて、国連憲章上の合法性、安保理決議と人
も出てくる亀)o本稿では以下のような定義の　　　道的介入の概念との一致性の点から検証するO
下で、議論を進めることにする。　　　　　　　　Ⅳにおいて、ボスニアUNPROFORの「実
「ある主権国家内で、その国民が著しい人　　　効性」について考察するが、民族浄化などの
道上の危機にある場合、国際機構、または他　　　状況から見れば、ボスニアUNPROFORに
の国家(群)が、人道的な動機、目的で、武　　　人道的介入としての実効性が乏しかったこと
力を使用して強制的に、その危機の解消を図　　　は否定できない。したがって、ここでは、実
ろうとする、一連の行動」 9)。　　　　　　　　　効性が低かった要因はどこにあるか、という
具体的な論点と　しては、　まずIで　　　視点からの分析が中心になる。 「軍事力」と
UNPROFORの活動を概観し、特にボスニ　　「意志」の観点、紛争解決と人道的介入の概念
7)L. Damroschは「国際法学者は、ジェノサイドや虐殺などを止めるための武力行使を念頭にして『人道的介入』の言葉
を使うが、一方で同じ言葉が、一般に食糧や医薬品の配給を指して使われる」として深刻な混乱を指摘している(てコhm一
gmg Conceptions of Intervention in International Law", Emerging Norms of Justified Intervention, L. Reed and C. Kaysen
(eds.), American Academy of Arts and Sciences, 1993, p. 91. )0
8)コルネリオ・ソマルガ「人道的活動とPKO一国際赤十字の立場から」 『Nm政策研究』 vol.10、no.9、1997年、31頁
9) 「ある主権国家内で」というのは、ウエストファリア条約以降環在にいたる、独立主権国家により構成された国際環境に
おいて、その一つの主権国家の領域内で、ということを指すO勢力均衡による分権的性格の強い19世紀の国際環境と、
国連などの国際組織により集権化が進みつつある環代の状況では、相当意味が異なるが、ここの定義ではこれらを包揺
している。 「その国民が著しい人道上の危機にある場合」というのは、介入の対象となる事態を指す。ここでいう国民は
介入される国家の国民であり、 「自国民保護のための干渉」は含まない。著しい人道上の危機の内容は一定しにくいが、
さほど重くない人道上の侵害は入らないo 「国際機構、または他の国家(群)が」の部分は介入の主体(アクター)を意味
する。国連などによる介入と、国家単独の介入は本質的に異なるが、この定義では両方を含む　NGOもアクターとして
行動するが、それらは基本的に相手国などの同意に基づく活動であり、また物理的な強制力(軍事力)は持たないことから、
ここでは除外する。 「人道的な動機、目的で」は、介入者がなぜ、何のために介入するかという点であるが、ここでは実
質的に100%人道的でなくても、少なくとも人道的動機、目的が表明されていれば人道的介入と見ることにする。これは、
果たして純粋な人道的動機、目的はありうるのかということ自体が争点であり、また基本的に政策決定者の内面的思考
は100%客観的には知り得ないという認識からであるo 「武力を使用して強制的に」は介入の態様についてであり、これは
被介入Egの同意を得てない状態での介入を意味している。介入には同意に基づくものや武力を用いない形も想定しうるが、
ここでは考えない。 「その危機の解消を図ろうとする」は介入の結果の側面を示すが、所期の目的が達成されなかった場
合も含む。結果的に失敗に終わってもその過程において議論する争点は多いためである。
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的なジレンマに着目して検証してみる。　　　　力12)が争っていたので、基本的には「内戦」
の性格が強い13)。その内戦の過程で「民族
l　旧ユーゴ紛争におけるUNPROFOR　　浄化」による大量殺害、強姦、拷問、抑留、
の活動、性質　　　　　　　　　　　　　　追放などが行われたのであるから、上で定義
した「ある主権国家内で、その国民が著しい
旧ユーゴ紛争では、 1992年2月、安保理　　　人道上の危機にある場合」という要件に即し
決議743によりUNPROFORが設立され、　　　ている。またUNPROFORは国連のPKOで
平和維持活動(PKO)が開始された。その後、　　あるから「国際機構、または他の国家(群)
紛争の変転、拡大にともないUNPROFORも　　　が」の部分にも合致する。そのマンデートは、
分化、 1)クロアチアのUNPROFOR (1995　　　人道物資の配給支援(安保理決議776)、国
年3月からは国連クロアチア信頼回復活動-　　　連安全地域に対する攻撃の抑止(同836)な
UNCROに改編)、2)ボスニアのUNPROFO　　　どが中心であり、さらに安保理決議836によ
R- 、 3)マケドニアのUNPROFOR (1995年　　　り国連憲章7章下の行動も可能になったので
3月からは国連予防展開軍-UNPREDEPに　　「人道的な動機、目的で、武力を使用して強
改編)の3形態(地域)となった。それぞれ　　　制的に、その危機の解消を図ろうとする」と
性質が異なっているが、この中で人道的介入　　　いう文言にも一応沿うとみていいだろう'4)。
と冒され得る活動は、ボスニアに展開された
UNPROFORによる活動であろう。　　　　　　　1・2クロアチアUNPROFOR
クロアチアにおけるUNPROFORは1992
1-1ボスニアUNPROFOR　　　　　　　　　　　年3月から展開された。同地での武力紛争は
ボスニアでの武力紛争は、 1992年春から　　1991年6月、クロアチアが独立を宣言した
発生し、ボスニアUNPROFORは1992年6　　　ことにより、旧ユーゴ連邦との間で勃発15)。
月、まずサラエボ空港の安全を確保する任務　　　しかし11月に一旦、停戦合意が成立し、
から始まった。同地での武力紛争は、 3月の　　1992年2月には主な紛争当事者がPKOの計
ボスニア独立宣言の後11)、アメリカやECな　　　画にも同意、その主な任務は、停戦監視、ユー
どが4月に国家承認した状況下で、ムスリム　　　ゴ連邦軍の撤退監視、セルビア人保護区域の
大勢力、セルビア大勢力、クロアチア大勢　　　非軍事化などであり、ボスニアUNPROFOR
IO)本質的な違いがあることから便宜上、クロアチアのUNPROFORはUNPROFOR I、ボスニアのそれはUNPROFOR II
とも呼ばれる。
11)ボスニアでは1992年2月29日、 3月1日にユーゴからの独立を問う回民投票が行われ、セルビア人勢力がボイコットす
る中、投票率63.4%で、独立賛成は99.43%だった(『朝E]新聞』 1992年3月5日14版)O　これを受けて3月3日、独立宣
言が行われた。
12)ここで、 「～人勢力」と言う場合はそれぞれの民族主義者を指しており、一般の市民とは区別している.
13)内戦もその性質により差異があり、旧ユーゴ、ソマリア、ルワンダ、リベリアなど冷戦後に多く見られる紛争は単にinter-
nal conflict, civil warではないとされる。ラムスボサムとウッドハウスは、民族やアイデンティティなどに由来する共
同体(communal group)レベルの社会的要素と、それがEg家の危機となり国際社会に影響を及ぼすEg際的要素に着目、
こういった紛争をinternational-social conflictsと呼んで区別している(O.Ramsbotham and T.Woodhouse, Humanitarian
lntervention in Co,坤mporary Conflict, Polity Press, 1996, pp.86-91.)。
14)もっとも、 7章が言及されているとはいえ、 「自衛の行動として」という制限もあり、さらに実体としての能力の問題も
あり、その強制力の程度は議論の余地がある。後述。
15)同日にスロベニアも独立を宣言し、武力紛争となったが、 7月下旬には収束、状況はその後も比較的安定したためPKO
は送られなかった。
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ほどの際立った人道目的の任務ではなかっ　　　見ていく。また、決議836ではNATOを想
た16)。また、クロアチアでも民族浄化はあっ　　　定して、空軍力の行使を認めている。理論的
たが、規模の点ではボスニアほどではないと　　　にはPKOであるUNPROFORと、 「多国籍
される点も含めで7)、ク　ロ　アチア　　　軍」型のNATOの活動は区別されるが、同決
UNPROFORの場合は、ここでの人道的介入　　議ではその空軍力の行使は地上軍の
の定義とは距離があると考えられる。　　　　　　UNPROFORのマンデートを支援するため、
とされている。したがって、 NATOの行動
1・3マケドニアUNPROFOR　　　　　　　　　　　もボスニアUNPROFORとの関係で適宜、
マケドニアも1991年11月、独立を宣言、　　　考慮に入れられる必要がある。
国内や隣国に民族問題を抱えるが、武力紛争
は発生していない。マケドニアの　　Il　紛争解決の概念、プロセスと人道的
UNPROFORは、安保理決議795によりヾ　　　　　介入の概念の関係
1993年1月から活動を始めた。 PKOの「予
防展開(preventive deployment)」とされる　　　　旧ユーゴ紛争の特徴の-つは、紛争解決の
もので1り、マケドニア当局からの要請を受け　　　アプローチと人道的介入のアプローチが併
て、武力紛争が同国に飛び火するのを抑止す　　　存、競合している点にあり、両者は相互に連
るために展開された。強制的ではないし、い　　　関している。このため、両者の概念を整理し
まだ「著しい人道上の危機にある場合」では　　　連関性を明確にすることは、旧ユーゴ紛争を
ないから、この活動はここでの人道的介入に　　　人道的介入の観点から考察する上で不可欠の
はあたらない19)。　　　　　　　　　　　　　　　作業と言える。
ここで紛争解決の概念というのは具体的に
以上の点から、旧ユーゴ紛争でのPKOの　　　は、国連の平和機能による一連のプロセスを
うち、ボスニアUNPROFORによる活動が、　　指している20)。この平和機能としては、 5つ
最も人道的介入としての性格を備えていると　　　の次元の機能、 1) 「Preventive diplomacy」、
考えてよいだろう。以後の議論ではしたがっ　　2) 「Peace-makingJ、 3) 「Peace-enforcement」、
て、ボスニアUNPROFORの活動を中心に　　4) 「Peace-keeping」、 5) 「Peaee-building」、
16)実際には小競り合いなどが多く、 1995年5月以降、クロアチアが大規模な攻勢に出て停戦は破られたo　また、決議807
や871で、クロアチアのUNPROFORに関して憲章7章が引用されているが、これらはUNPROFORの安全確保を強調
するのが意図で、 UNPROFORに明確な強制力を付与するものではなかった。
17)質的には、クロアチア人とセルビア人との間の民族浄化合戦は激烈だった。双方には、ウスタシャ(クロアチア人)、チェ
トニック(セルビア人)と呼ばれる極右民族集団が存在し、歴史的な遺恨が根強い。なお、ムスリム人側にはこういっ
た極端な民族集団は存在しない。
18)那)事務総長が「平和への課題」のなかで言及(B.Boutros-Ghali, An Agenda for Peace,山N Publication, 1992, para.28-32.)。
19)マケドニアではその後も大きな問題は生じておらず、その意味では予防展開は評価されるが、マケドニア市民の見方は必
ずしも肯定的ではない。世論調査によると、国連予防展開軍をマケドニアに置く必要があると考えるのは51%にすぎず、
36%が必要なしとしている。また同軍がマケドニアの利益を保護しているとみる人は38%いる一方、 22%の人はアメリ
カの利益を保護しているとみている(スヴェトミール・スカリク「国連の最初の予防展開軍とマケドニアの平和(下)」 (潔
瀬忠一訳) 『ジュリスト』 no.1104、1997年、158-164貢)0
20)国連の主な機能の一つ、 maintenance of international peace and securityは「平和維持機能」と訳されるが、後述するpeace-
keeping operation^平和維持活動)と紛らわしいので、ここでは国連によるmaintenance of international peace and security
の機能を「国連の平和機能」と表記するo
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から構成されていると考えられる。したがっ　　　O 「Preventive diplomacy」
て、ここではこれら5機能の内容と、それら　　　　一般的に「予防外交」と呼ばれるこの機能
と人道的介入の概念的関係などを中心に分析　　　ばI)、ブトロス・ガリ国連事務総長が、 1992
を試みる。　　　　　　　　　　　　　　　　　年に報告した「平和への課題(An Agenda
上記の5つの機能は、国連憲章中には2と　　　for Peace)」の中で提案され、当時の国連に
3しか規定されておらず、また伝統的な国連　　　対する期待感の高まりの中、新しい国連の平
の平和機能としては、それに4も加わってい　　　和機能として注目を集めた。同報告書の中で
たが、 1と5は冷戦後の新しい概念として受　　　はそれを「当事者間の争いの発生や、現に存
け止められている。これらいずれも、ポスト　　　在する争いの紛争への発展を防ぐとともに、
冷戦期の国連による平和と安全を議論する際、　　紛争が発生した場合の拡大を防止するための
言及されることが多く、実際、旧ユーゴ紛争　　行動」 22)と定義している。しかし他方、この
の一連の流れにおいてもこれらの機能を見る　　　意味では、争い(政治的争い、非武力紛争)
ことができる。ここでは、これらを紛争の時　　　の発生までも予防することになるが、それで
系列的観点と強制・非強制の観点から区分L　　　は広範すぎて現実的でないとして「当事者間
て図式化し、内容と相互の関係を整理してみ　　　の紛争が暴力化、悪化、拡大するのを防止し、
る。時系列的観点では、実際的な面と国連憲　　国際の平和および安全を脅かす恐れのある武
章などの法的な面を考慮して、 1)対立の発生、　　力紛争となるのを防止するための、あらゆる
2)武力衝突の発生、 3) 「平和に対する脅威」　　主体による、非強制的な行動」 23)とする定義
の形成、 4)停戦、 5)最終和平の合意、という　　　もある。ここでは、他の4機能との関係で、
5つの時点で区別する。さらに、この図式の　　より論理的である後者の定義をとることにす
中に人道的介入の概念も表記することにより、　　るが、いずれにしても、 「予防外交」は少なく
紛争解決の概念、プロセスと人道的介入との　　とも基本的な概念としては、肯定的に定着し
関係が明確になると思われる(図1参照)。　　　たように思われる24)。
「平和への課題」では国連要員の「予防展
2・1紛争解決の概念、プロセスとしての国連　　開(preventive deployment)」 (上述のマケド
の5つの機能　　　　　　　　　　　　　ニアの例)も予防外交の一環とされている25)。
21)Preventive diplomacyを「防止外交」と呼ぶ場合は、ハマーシヲルド国連事務総長が主唱した積極的国連外交を指す。東
西対立の中、国際紛争に対し、国連によるプレゼンスで力の真空を埋め、大国間の紛争に拡大するのを防止しようとい
う試みで、現在の平和維持活動( PKO )にあたる活動はpreventive diplomacyの一環とされていた(香西茂「防止外交」
『国際政治経済辞典』川田侃、大畠英樹縮、東京書籍、1993年、 598貢)0
22)B.Boutros -Ghali, op.cit., para.20.
23)総合研究開発機構(NIRA)予防外交研究会における定義(平井照水「予防外交の概念と意義」 『予防外交』総合研究開
発機構予防外交研究会、森本敏、横田洋三編、国際書院、 1996年、 16頁)0
24) 「紛争が起きてからあわてるより、あらかじめ予防した方がいい」というのは常識に属する考えであり、そもそも、憲章
前文にある「われらの一生のうちに2度まで言語に絶する悲哀を人類に与えた戦争の惨害から将来の世代を救い」の部
分は予防外交を示唆しているとも受け止められる。それがガリ総長の撞案以来、注目を集めるようになったのは、一つに
は、冷戦構造の崩壊により、国連の活動可能性が広がったからであろう。冷戦中は国連の出番は限られており、 PKOに
ょり紛争の対症療法を試みるのがせいぜいであった。また、他方、冷戦後に頻発する民族紛争、内戦などには従来の
pKOなどでは有効に対処できない限界が露呈したので、むしろ予防した方がいいという実感があるからであろうo　コス
トも高く付き、 1988年の一年間のPKO予算は2億7000万ドルだったが、 UNPROFORには93年の一年だけで約10億
ドルが費やされ、また湾岸戦争の「砂漠の嵐」作戦では一日の経費が約10億ドルだったという(田所昌幸『国連財政-
予算から見た国連の実像』有斐閣、 1996年、 149-152頁)O経済的にも、当然、紛争は予防した方が安上がりという発想
になる。
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軍事要員であってもそれが同意に基づく形態　　　う。そうなると、図のように、平和形成は予
なら「あらゆる主体による、非強制的な行動」　　防外交と一部重複する概念となる汐)。しかし、
なので、後者の定義の「予防外交」の中に含　　「予防外交」には軍事力を用いた形(上述の
まれるとみてよいだろう。　　　　　　　　　　PKOの予防展開のような例)もありうるが、
図式化すると、 「対立の発生」から「平和　　「平和形成」の場合はそれは含まず、したがっ
に対する脅威の形成」にいたる間で、 「非強　　　て「対立の発生」から「平和に対する脅威の形
制」の領域に示される。　　　　　　　　　　　成」の間では、概念としては「予防外交」の
方が広くなる。また、平和的手段による紛争
O 「Peace-making」　　　　　　　　　　　　解決の努力は武力紛争発生後もなされるし、
「平和形成」 26)などと呼ばれるこの機能　　　それは停戦合意のみならず、最終的な和平合
は、本来、憲章6章に言う「紛争の平和的解　　意にいたるまで行われるものと理解できる30)。
決」を指し、交渉、審査、仲介、調停、仲裁　　　したがって、図では「平和形成」の概念は、
裁判、司法的解決などの平和的手段による、　　　非強制の領域で、 「対立の発生」から「最終
国連の行動を意味する㌘)。 「平和への課題」の　　　和平の合意」までの間で示されることになる。
中ではPeace-makingの章の中でPeace-
enforcement unitsの提案がなされたため、　　　O「Peace-enforcementJ
Peace-makingには強制的手段も含まれるよ　　　「Peace-enforcement units」 31)については
うな感も受けたが、 「平和-の課題・追補　　　一般に「平和執行部隊」、あるいは「平和実
(Supplement to An Agenda for Peace)」で　　　施部隊」と呼ばれているが、 「peace-enbrce-
は、両者は区別された。　　　　　　　　　　　　ment」を国連の平和機能の一つという観点
「平和形成が武力対決の敷居を超えた後の　　　から捉えるなら、憲章上の表現に合わせて「平
紛争の平和的解決であるの対し、予防外交は　　　和強制」の用語を使用した方が一貫性がある
それ以前の段階の平和的な手法による対応」　　だろう32)。国連には、平和と安全を担保す
という理解もあるが2g)、憲章第6章では必ず　　　るシステムとして集団的安全保障の仕組みが
Lも武力紛争ではない「dispute」や「situati一　　取られており33)、 「平和強制」はこの仕組み
on」も平和的解決の対象としているので、　　　により発動される機能を指している。具体的
「平和形成」の中に、非武力紛争も対象とし　　　には憲章第7章で規定されており、 「平和強
て含めた方が、憲章との関係で合理的であろ　　　制」が行われるには、まず対象の状況が、安
が)国連の軍事的プレゼンスを予防的に展開するのは過去、レバノン国連監視団(UNOGIL)のケースが先駆例とされている。
26)この他、平和創造、平和創出、平和醸成、和平の達成、和解工作などの言葉も当てられており、 -貰していない.本稿
では「Peace-m止ing」を「平和形成」とするが、以下「Peace-enbTcement」を「平和強制」、 「Peace-keeping」を「平和維
持」、 「Peace仙喝」を「平和構築」と呼ぶことにする(渡部茂己『国際機構の機能と組織(第2版)』 Eg際書院、1997年、
55-68頁参照)0
27)香西茂「国連と世界平和の維持-50年の変遷と課題」 『Bg際問題』 1995年11月、no.428、16貢
28)G. Evans, Cooperating for Peace: the Global Agenda for the 1990s and beyond, Allen & Unwin, 1993, pp.89-91.
29) 「平和への課題・追捕」で「予防外交」と「平和形成」を-くくりにして論じているのは、この概念の重複によるもの
とみられる(B.Boutros-Ghali, Supplement to An Agenda for Peace, A/50/60増/1995/1, 1995, para.23-32.)0
30)岡垣知子「国連の平和維持活動一冷戦後の活性化議論をめぐって」 『回際政治』第103号、 1993年、 75頁
31)B.Boutros-Ghali, An Agenda for Peace, UN Publication, 1992, para.44-45.
32)公定訳では、 enforcement action (憲章53粂)は「強制行動」、 enforcement measures (憲章2条7項)は「強制措置」と
なっている。
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的介入の輝念の時系列を　生　　　　　　　　の　　　　　　　形す　　　　　　　　　　　　　　　　の
持す。　　　　　　　　　　　　　　紛争解決の偵り面
(図1)紛争解決と人道的介入の概念的相互関係
保理によって「平和に対する脅威、平和の破　　　O「Peace-keeping」
壊、侵略行為」と認定される状態に至ってな　　　　「平和維持(PKO)」と呼ばれることに用
くてはならない。その認定後、安保理はその　　　語上の混乱はないが34)、その指す中身が変
状況の解消を図って平和を回復するため、非　　　容してきている。本来の伝統的な「平和維持」
軍事的、軍事的な措置を強制することになる。　　は停戦の合意を受け、紛争当事者の同意を得
論理的には武力紛争が停戦にいたり、 「平和　　　だ上で、中立の立場からその停戦を監視、維持
に対する脅威、平和の破壊、侵略行為」でな　　　することを意味する。国連の指揮系統の下、
くなったら、この機能は終わることになる。　　　軍事要員が派遣されるが武器使用は自衛のた
図では、紛争が「平和に対する脅威」になっ　　　めのみに限定されている。この意味での国連
た時点から、 「停戦」にいたる問で、 「強制」　　　の平和維持活動は第1世代型とも呼ばれる。
の領域で示される。　　　　　　　　　　　　　　　近年見られる第2世代型という形態は、停
33)集団的安全保障は、広義には紛争の平和的解決も含めて用いられるが、本来的には「主権国家からなるEg際社会において、
ある国が他の国を軍事的に侵略した場合、他のすべてのEgが侵略国に対して(軍事的)制裁を加え、そのことによって侵
略行動をやめさせ、侵略された国の主権を回復し、現状に復帰する仕組み」と解される(山本吾宣「集団安全保障」 『国
際関係法辞典』国際法学会編、三省堂、1995年、403頁)0
34)Peace-keeping operationの活動自体は、 1948年の国連休戦監視機関CUNTSO)の派迫、 1956年のEg遵緊急軍(UNEF)の派
遣にさかのぼるが、現在のPeace-keeping operationの用語が使われるようになったのは1960年代以降とされる(香西茂
『国連の平和維持活動』有斐閣、 1991年、 2頁)0
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戦監視、兵力引き離しといった従来の任務の　　「停戦」後に始まるが、 「平和形成」の機能も
ほか、人権監視、選挙支援、行政管理、安全地　　一部含み、また「最終和平の合意」後も和平
域住民の保護、人道的支援活動などの多角的　　の基盤を固める活動をするため、後述する
な目的で展開されている。軍事要員のほか文　　「平和構築」の機能とも重なる形で、図示で
民も参加し規模も拡大しているが、紛争当事　　　きる0
者からの協力が前提であり、強制性はない。
第1世代型は紛争の軍事的側面の収拾しか期　　　O 「Peace-building」
待できないが、第2世代型は「平和形成」の　　　「平和構築」即などと呼ばれるこの概念
機能とも結合して、紛争の包括的、最終的解　　　も「平和への課題」の中で提案され、 「紛争の
決を図ろうとする。この意味で第1世代型が　　再発を防ぐため平和を強化、固定化するのに
憲章6章半とされるのに対し、第2世代型は　　役立つ構造を確認、支援する行動」とされて
憲章6章4分の1ともいわれる35)。　　　　　　いる39)。具体的には、民主主義の導入・定着、
さらに、憲章7章下のPKOも現れ、特に　　　人権保証、貧困対策、平和教育、難民の帰還
「すべての必要な手段」を用いられる、強制　　支援、地雷除去など多岐にわたり、経済・杜
力を付与されたPKOは、第3世代型、あるい　　　会・文化の広い分野で、紛争の芽となるもの
は拡大(expanded) PKOともいわれる。ま　　の除去を目指す。これは実質的には、憲章9
た7章により近いという意味で憲章6章4分　　章の「経済的及び社会的国際協力」で定めら
の3の措置とも呼ばれる36)。　　　　　　　　　れた活動と、同「の部分が多い。しかし紛争
図では、第1世代型「平和維持」は、 「非　　解決の一連のプロセスの中に位置づけること
強制」の領域で、 「停戦」から「最終和平の　　　により、軍事力だけに着目せず、 「アフター
合意」に至る問で示される。第3世代型は憲　　　ケア」としての多角的なアプローチの重要性
章7章下なので、その点から時系列について　　を再確認する効果はある、.と思われる。国連
は「平和に対する脅威の形成」の時点から「停　　　の各国際機関が従来から行う活動のはか、第
戦」の間に位置するとみられる。しかし強制-　　　2世代型のPKOが、この概念に沿う新しい
非強制の点では、 7章下とはいえ、 「平和維　　　具体的な形態として注目される。
持」という呼び方をする以上、平和維持活動　　　　図では、 「平和構築」は「最終和平の合意」後
の伝統的な本質である「同意原則」 -　非強　　　の、 「非強制」の領域を占め、第2世代型の
制性が推定されうるので、図では「強制」と　　「平和維持」がその中に重なって示される。
「非強制」の領域にまたがる形で示すことに
する37)。第2世代型は、 「非強制」の領域で、　　212人道的介入の概念との関係
35)浅田正彦「国連における平和維持活動の概念と最近の動向」 『国連PKOと日米安保-新しいE]米協力のあり方』西原正、
セリグ・ハリソン共編、亜紀書房、 1995年、 44貢
36)第1世代型、第2世代型、第3世代型PKOという言い方のほか、それぞれに対し、 「伝統的PKO」、 「過渡期のPKO」、
「第2世代のPKO」という呼び方もあるが(川端清隆、持田茂『PKO新時代-国連安保理からの証言』岩波書店、1997年、
ト42頁)、概念の内容は同じである。
37)図では便宜上、憩制と非鞍制の両領域にまたがる形だが、本質的に両領域は融合し得ないのであり、したがって本来の同
意原則や中立性を否定し、第3世代型のようにPKOに強制権限を付与するような形は「自殺行為」とする見解は説得力
がある(香西茂「Eg際連合の紛争処理機能の動向」 『国際問題』 1992年9月、 no.39Ck 17頁)。
38)平和建設、平和再建などとも呼ばれる。
39) B.Boutros - Ghali,甲'.c;7. ,para.2 1.
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上述のように、紛争解決の5機能の内容と　　　明解ではない点を留保しておく必要がある。
相互の関係を整理すると図1のように示され
るが、この中で本稿で定義した人道的介入の　　　2-3 UNPROFORの活動の位置づけ
概念を表示するとどうなるか。　　　　　　　　　Iで3形態に分かれたUNPROFORの活
旧ユーゴ紛争の場合は、人道的介入の類型　　　動、性格を検証したが、それらも図上で表示で
としては「内戦により引き起こされた著しい　　　きる。まずマケドニアのUNPROFORは、図
人道上の危機」を対象にしているので、便宜　　　の「M」の部分に置くことができる。 「予防
上、図の中の「武力衝突の発生」の時点を　　　展開」は「予防外交」の一環であるが、憲章
「著しい人道上の危機の発生」に対応させ、　　　6章の「平和的手段」ではないので、 「平和
「停戦」の時点を「著しい人道上の危機の収　・形成」には入らない。
束」に対応させることができる40)。その間に　　　　クロアチアのUNPROFORは当初、停戦合
「平和に対する脅威の形成」の時点が存在す　　　意と当事者の派遣合意に基づき、停戦監視な
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　どを任務としたので、基本的には第1世代型
人道的介入はアクターにより、 「国家(群)　　と言えたのだが、その後停戦が頻繁に破られ
による人道的介入」と、 「国連による人道的　　　る状態になり、決議807や871で憲章7章が
介入」に区別できるが、旧ユーゴ紛争の場合　　　引用された点も考慮すると、図では第3世代
は後者のケースに当たる。いずれも「武力を　　　型とも近い「C」のあたりに位置するのでは
使用して強制的に」行われるため、図上では　　　ないだろうか。
「強制」の領域に入る。 「国家(群)による人　　　　ボスニアUNPROFORについても、紛争
道的介入」は、 「著しい人道上の危機の発生」　　の状態の変化によりマンデートが変転したの
からその「収束」の間で示され、その間に　　　で、一律には特定しにくいが、当初から明ら
「人道的な動機、目的」が形成されれば、介　　　かに停戦合意はない状態で展開されており、
人が行われることになる。 「国連による人道　　　紛争当事者の派遣同意の点もあやふやであっ
的介入」は、国連による強制行動の形態を取　　　た。したがって、一貫して第1世代型、第2
るので、憲章7章に沿って、著しい人道上の　　　世代型ではないのだが、第3世代型とみなす
危機が「平和に対する脅威」を形成している　　　にも議論の余地があると思われる。決議836
必要がある。したがって、図では「平和に対　　　で憲章7章下のマンデートを得たのだが、そ
する脅威の形成」の時点から「著しい人道上　　　の強制力は「自衛の行動として」という粋が
の危機の収束」の間で示されることになり、　　　はめられており、同じ7章下のPKOで第3世
これは紛争解決の機能の「平和強制」と重な　　　代型とされたソマリアのunosomnとは遣
る形になる。　　　　　　　　　　　　　　　　　いがあるためである。また、実効的な面から
国連の紛争解決の5機能と人道的介入の概　　　みると、実際に軍事力、政治力の点で、明ら
念は図上では以上のように整理することがで　　　かにボスニアUNPROFORの強制力が不十
きるだろう。ただし、図示する便宜上、単純　　　分だったことは否めない。ここでは概念とし
化しているので、実際は必ずしもこのように　　　ての位置づけなので、実際上の政治的、軍事
40)ここでの概念は「内戦により引き起こされた著しい人道上の危機」に対する人道的介入を想定しているが、 「独裁暴政」
による場合や「無政府状態」による場合は、必ずしも図のようには対応しない。
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的な観点は省くことにし、その上で図で示し　　　3・1国連憲章上の合法性
てみると、第3世代型のPKOに入りながら　　　　正当性の大きな根拠の一つは、国連憲章と
も、 「自衛の行動として」という制約がある分、　　の合法性の点であろう。国際法の領域では伝
非強制の領域の方に多く偏る形の「王り　のよ　　　統的に、国家(群)が一方的に行う人道的介
うになるのではないだろうか。　　　　　　　　　入(人道的干渉)について議論されていたが、
近年は国連による措置としての人道的介入に
以上のように、紛争解決の概念としての国　　　ついても研究がなされている。一般に、現在
連の5つの平和機能と、内戦の場合の人道的　　　の国連システム下では前者は学説上、合法性
介入の概念に関して、各概念の内容、相互の　　　に疑問が出されるが、後者は合法性の推定を
関係を整理、さらにUNPROFORの位置関　　　受け易いとみられている41)。旧ユーゴ紛争の
係などを確認した上で、次にボスニア　　　場合は、国連による人道的介入の類型なので、
UNPROFORに関する実際の行動について、　　ここでは後者の論拠について考察してみる。
人道的介入の観点から検証してみるo　　　　　　　匡l連憲章上、人道的介入に触れた明文の規
定はないが、 「人道的な性質を有する国際間
"IボスニアUNPROFORの正当性　　　　　題を解決すること・・.人権および基本的自由を
尊重するように助長奨励すること」がその日
ある行動の当否を判断する際、一つの分析　　　的の中で明記されている(憲章1条3項).
の枠組みとして「正当性」と「実効性」の2　　　また、経済的及び社会的国際協力に関する9
つの側面からのアプローチが考えられる。あ　　　章の55条では「人権及び基本的自由の普遍的
る行動の結果、いくら成果があがったとして　　　な尊重及び遵守」 (C)などを「国際連合は-
も、その行動自体に「正当性」がなければ、　　　促進しなければならない」と規定されている。
その成果を必ずしも肯定的には受け止めにく　　　したがって、 「著しい人道上の危機にある場
い。逆に、正当な行動であっても、成果が伴　　　合」に対し、国連が何らかの行動を取ること
わないなら、やはりその行動を取ること自体　　　自体は、基本的に憲章の趣旨に合致している、
の意義が薄れてしまう。人道的介入という行　　　とみてよいだろう。
動についても、このアプローチは有効と恩わ　　　　問題は「ある主権国家内で」発生した場合、
れる。ここでは、成功する人道的介入には、　　「武力を使用して強制的に」行動することは
この両条件が必要との考えに立ち、ボスニア　　　許されるのかという点である。 2条7項の内
UNPROFORの活動について、両側面から　　　政不干渉原則で、一般に本質的な国内管轄事
検証を行ってみる。　　　　　　　　　　　　　　項には関与できないが、憲章7章による強制
まず、正当性の点でどうであったのか。正　　　措置の場合はその限りでないとされている。
当性の要素としては多様であろうが、ここで　　　その強制行動をとる前提は、 「平和に対する
は正当性について、 1)国連憲章上の合法性、　　　脅威」 「平和の破壊」、あるいは「侵略行為」
2)安保理決議と人道的介入の概念との一致性、　　の存在である(憲章39条)。したがって、人
の観点から考察してみる。　　　　　　　　　　　道的介入の観点から見た場合、まず焦点は
「ある主権国家内で、その国民が著しい人道
41)松隈潤「国連による人道的干渉とEg際法に関する一考察」 『西南学院大学法学論集』第30巻第1号、 1997年、 11頁
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上の危機にある場合」は「平和に対する脅威」　　的にUNPROFORの活動も人道的介入とは
なのか、という点にむけられる。　　　　　　　　言えなくなる。
本来的には、集団的安全保障の原理に基づ
く国連の平和機能は、主権国家間のEg際紛争　　　○安保理決議の流れ
の解決を想定しているのであり、 「平和に対　　　　まず、 UNPROFORに関する安保理決議
する脅威」も「国際の平和に対する脅威」と　　　の流れを概観してみる。 UNPROFORは、
いう捉えられ方が伝統的であった。この点か　　　安保理決議743により設立され、当初クロア
ら厳密に考えれば、国連による人道的介入の　　　チアに送られた。この決議743中では「ユーゴ
合法性は疑問が出てくるだろう。しかし、変　　　スラビアの状況は国際の平和と安全の脅威を
化、発展する国際環境に合わせ、国際機構は　　　構成し続けている」として「平和に対す,る脅
有機的に対応する「内在的なダイナミズム」　　　威」の認定をしているのだが、 7草の言及は
を有するという点42)を重視すれば、 「平和に　　　ないので、この時点でUNPROFORには強
対する脅威」の内容も発展性を備えていると　　　制力は付与されていない。ボスニアでの
考えられる。特に冷戦終結後、国際環境が激　　　UNPROFORは、 1992年春からのボスニア
変、内戦などが頻発する状況を考慮すれば、　　　での戦闘開始をうけ、まずサラエボ空港に配
「平和に対する脅威」が拡大されて国内的性　　　備され(決議758、761)、その後、 9月に決議
質の脅威をも対象にすると考えたほうが、よ　　　776でボスニア全土への展開が承認された。
り実質的であり、国連活動としての正当性は　　　　これより先5月、安保理は決議757で新ユー
高まると言えるだろう。　　　　　　　　　　　　ゴスラビア(セルビア共和国とモンテネグロ
また、近年の安保理決議の投票行動などを　　　共和国で構成、以下、新ユーゴ)に対して7
みると、 「平和に対する脅威」が国内的性質　　　章による全面経済制裁を決定、 8月には決議
の事案も含みうるという考え方を容認する方　　　770で7章を引用し、諸国(States)に対し
向がみられ、その実績もできている43)。こう　　　て「人道援助促進のため必要なすべての手段
考えると、一般に、国連による人道的介入に　　　をとるように要請」した。決議770は諸国に
合法性を認めることは可能であると思われる。　　対して要請したのだが、その後、決議776は、
決議770で示された任務(人道援助促進)を
3・2安保理決議と人道的介入の概念との一致　　　UNPROFORに与えることを承認している。
性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しかし、決議776自体には7章は引用されて
正当性の要因としては、安保理決議の内容　　　おらず、したがってこの段階で、
と人道的介入の概念との一致性も重要に恩わ　　　UNPROFORには強制権限は付与されてな
れる。 UNPROFORは安保理決議のマンデー　　　かったとみられる。
トに従って行動するので、そのマンデートが　　　その後、特にボスニア東部で戦闘が激化、
人道的介入の概念に即していなければ、必然　　安保理は7章を引用してセルビア大勢力の民
42)佐藤哲夫「冷戦後の国際連合憲章第7章に基づく安全保障理事会の活動」 『一橋大学研究年報法学研究』 26、 1994年、
159-166頁
43)冷戦中も南アフリカのアパルトヘイト政策や、南ローデシアの人種主義的政権の不当な独立などに関して「平和に対す
る脅威」が認定されたが、湾岸危機以降、 「平和に対する脅威」の認定は増え、 「ほとんどが、一国内に交戦領域と交戦
当事者が限定される内戦や大規模な人権侵害などの国内問題である」 (則武輝幸「国連安全保障理事会における、平和に
対する脅威、平和の破壊、侵略行為の認定1945年-1995年」 『帝京法学』 vol.19、 no.2、1996年、 259貢および264-270頁)0
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族浄化を非難し、スレプレニッァ(安全地域　　　は集団的安全保障の強制措置であるが、
に指定)-の攻撃の停止を求めた(決議819)。　　PKOに関する決議においても憲章7章が引
続けて、同様に7章に言及して合計6地域　　用されることがある。この際の憲章7章の意
(サラエボ、ゼ-チ、ツゾラ、スレプレこ,ツァ、　　味は3種類のカテゴリーに分けられるといわ
ゴラジュデ、ジェパ)を安全地域(safe ar-　　　れる45)。第一の意味は、集団的安全保障の強
eas)に指定した(決議824)。これを受けて　　　制措置に即した意味で、 PKOのマンデート
1993年6月、決議836により、この安全地　　遂行のために軍事的強制権限を付与するケ-
域に対する攻撃の抑止がUNPROFORのマ　　　スである。ソマリア紛争に関する決議814が
ンデートに加えられた。　　　　　　　　　　　　その例で、武装解除を強制的に行うためUN
ボスニアUNPROFORが人道的介入とL osomhに強制権限が与えられた。第2の
ての性格を帯びはじめたのは、この決議836　　　カテゴリーとされるのが、 PKOを受け入れ
以降であろう。ボスニアUNPROFORは、　　　国からの同意を得ないまま展開する、という
当初からその任務の中心は人道物資の配給確　　　意味の憲章7章である。湾岸戦争後のイラク
保であり、人道目的のPKOであったが、決　　　に軍事監視団のUNIKOMを送る際の決議
議836で初めて憲章7章下の活動となったか　　　689が、このケースとされる。 3番目の意味
らである44)。この決議では「平和に対する膏　　　は、要員の安全強化に関する強い決意を表明
威」の認定をした上で7章に言及、人道物資　　　する場合で、実質的にはPKOの任務に変化
の配給を支援する他、安全地域への攻撃抑止　　　は釆たさないもの。決議807、 815など旧ユー
のマンデートを実施する際、安全地域への武　　　ゴ紛争に関しては、特にこの意味での7章の
力攻撃などに対抗して、　あるいは　　　言及が多い。
UNPROFORや人道物資配給車両の行動の　　　　決議836はこの3つの分け方によると、ど
自由に対して妨害のある場合、 「自衛の行動　　　こに入るか。自衛の範囲内で行われる武力行
として(acting in self-defence)、武力の行使　　　使は、本来のPKOの原則であり、強制力の
を含めて必要な措置を取る(to take the nee-　　　ある平和執行部隊化を図・るものではないとす
essary measures, including the use of force)」　　る見方もある46)。しかし「武力の行使も含め
権限をUNPROFORに与えている(第9項)。　　て必要な措置」という、多国籍軍による軍事
作戦などの際に使われる表現があり、やはり、
○憲章7章と強制力　　　　　　　　　　　　　　形としては強制権限付与の方向に一歩踏み込
決議836の内容に関しては、まず、 「憲章7　　　んでいると読み取れ、したがって、分類とし
章の意味」と「自衛の行動の意味」について　　　ては1番目の強制力の付与を意味するカテゴ
着目しなければならない。本来の7章の趣旨　　リーに入ると目されるだろう47)。一方で、決
44)決議807や871もUNPROFORの関係で7章が引用されているが、これらは主にクロアチアの状況を対象にしているの
ここでは触れない。
45)浅田前掲論文、 51-61頁
46)福EEI菊『国連とPKO(第2版)』東信望、 1994年、 200貢
47)佐藤哲夫教授は、決議836について「武力行使の目的は、伝統的な平和維持活動における自衛にとどまらず、 -任務の
遂行を、必要であれば武力を行使してでも、実施することが予定されていると考えられる。これはソマリアの場合.ほど
ではないとしても、 - 『平和強制部隊』のカテゴリーに属するものと言える」としている(「冷戦後の国際連合憲章7章
に基づく安全保障理事会の活動」 『一橋大学研究年報法学研究』 26、 1994年、 153-155頁)
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議836では、UNOSOMHの決議とは違って、　　PKOとして分類するのは可能だと思われる。
明文で「自衛の行動として」という文言が挿
入されており、その意図に着目すると、強制　　　○任務の内容
力にある種の歯止めがかけられていると考え　　　　決議836によりボスニアUNPROFORに
ることができるだろう。　　　　　　　　　　　　与えられた主なマンデートの一つは、安全地
PKOにおける「自衛」の概念は一定してい　　　域への攻撃の抑止(to deter attacks against
ない。 「任務の遂行を妨害する試みに対する　　　the safe areas)であるが、これは安全地域
抵抗」48)も含まれるとする広い範囲から、日　　　の防護(to protect the safe areas)とは書か
本の「国際連合平和維持活動等に対する協力　　　れてない点に注意を要する。安全地域は決議
に関する法律」 (国際平和協力法、あるいは　　　819で初めてスレプレニッァに関して設置さ
PKO協力法)にあるような「自己保存のた　　　れたが、当初の草案では「市民の安全を確保
めの自然権的権利に基づいて、 ・.・当人または　　　する( "ensuring the safety" of Srebrenica's
当人とともに現場に所在する-要員の-防護　　　civilian population)」というマンデートが記
のため」49)のみ武器を使えるという限定的な　　　され51)、名称は「安全保護地域」となってい
解釈まで多様であるが、いずれにしても少な　　　た52)。しかし「国連の任務は保護ではなく抑
くともマンデート遂行のため、全くフリーハ　　　止にとどめるべき」という英などの主張から、
ンドで強制行動を取れるということにはなら　　　結果的にマンデートは薄められ、 「保護」の字
ないだろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　句を省いて採択された53)。これは、ムスリム
決議836が採択された時は、 UNPROFOR　　　人のいる安全地域の保護は同勢力への荷担と
も「unosomnに次ぐ、史上2番目の強制　　　見られ、セルビア大勢力と完全に敵対してし
力を伴う平和執行部隊的な国連平和維持活動　　　まう、という懸念からであった。したがって、
(PKO)にな」ったとする報道もあったが50)、　　UNPROFORのマンデートは、攻撃しよう
自衛の行動と明記してある以上は、その強制　　　とする勢力に対し攻撃の停止を働きかけ、抑
力には制限があると解した方が適切であり、　　止するのが任務の主眼であり、実際に安全地
したがって、ボスニアUNPROFORとUNO　　域が攻撃された場合、それを直接防御するの
SOMEを同一視するのは避けるべきであろ　　　は必ずしも任務ではないと解釈される54)。
う。ただ、形式として、 PKOに憲章7章が　　1994年4月、安全地域のゴラジュデがセル
引用されるという点では同じであり、したがっ　　　ビア大勢力から攻撃された際、現地のローズ
てその意味で図で示したように、第3世代型　　　司令官は当初、軍事行動をとらず「われわれの
48)たとえば、ナミビアのUNTAGに関する-一般ガイドライン(S/12827, p.5)、キプロスのPKFに関するガイド原則(S/5
653,p.3)。
49)神余隆博『国際平和協力入門』有斐閣、1995年、272頁
50) 『朝日新聞』 1993年6月5日4版
51)Sunday Times, April 18 1993
52)NHK海外ドキュメンタリー『ユーゴスラビアの崩壊』 (ブライアン・ラッピング・アソシエーツ制作、イギリス、1995年)
第5回「安全地帯」
53)同上
54)ヴァイスとコリンズはボスニアの安全地域は「平和維持軍に"保護"されると思われていた(supposedly "protected" by
peacekeepers)」だけで、実際には矛盾した名称であったと指摘oイラクの安全地帯(safe haven)と比較して、イラクの方
はサダム・フセインが湾岸戦争に敗北した状況であり、米、英、仏、蘭の精鋭部隊が地上に展開したので成功した、と
している(T. Weiss and C. Collins, Humanitarian Challenges and Intervention, Westview Press, 1996, pp.99-108.)0
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任務は防衛や保護ではありません」と述べた　　　を示す領域との間の「距離」として示される。
のもこの点であった55)。
また、ボスニアUNPROFORのもう一つ　　IVボスニアUNPROFORの実効性
の主要な任務に、人道支援物資の配給促進が
ある。これはマンデート自体は明確だが、物　　　「実効性」は、要するに成果があがったの
資の配給が妨害された際にどう対応するかが　　か、という意味であり、人道的介入に関して
問題になる。上述したように、ボスニア　　　は、 「著しい人道上の危機にある」状況は改
UNPROFORの強制力は7章とはいえ、制限　　善されたのか、という視点になる。ボスニア
があると解されるので、必ずしも、妨害する　　　UNPROFORの場合、人道的介入としてみ
勢力に対する力づくでの排除は意味しないと　　　た場合、結果として高い成果を生まなかった
思われる。実際には「人道物資の配給の車両　　点は否定できない。 「人道援助はある程度成
が検問、妨害されても、われわれはそれをプ　　功」としても「平和創造や人権尊重は失敗」と
ルド-ザ-のように蹴散らすことはできない　　　され57)、特に民族浄化という人道上の危機の
のであって、検問している人間と交渉して通　　　解消を図る成果は、ほとんど認めることはで
してもらうしかない」 56)状況であり、ここ　　　きない58)。
での「蹴散らすことはできない」という意味　　　図1でも示すように、紛争解決の観点から
は、一つには、マンデートとして許されてな　　　見ると、停戦という「成果」を導くには平和
いことを指している。　　　　　　　　　　　　強制の機能(あるいは第3世代型PKO)と、
このように見ると、ボスニアUNPROFOR　　非強制的な平和形成の機能との2つが適用さ
に関する決議は、強制力自体に制限が課され、　　れうるが、人道的介入の場合は、著しい人道
具体的なマンデートも中途半端な側面があっ　　　上の危機の解消という「成果」を生むには、
たと指摘される。したがって、人道的介入本　　　国家(群)によるにせよ、国連によるにせよ、
乗の「武力を使用して強制的に、その危機の　　　強制的な領域の機能しかないことになる。強
解消を図ろうとする」行動は、これらの決議　　　制力というのは究極的には軍事力であるが、
からは必ずしも導けず、人道的介入の概念と　　　それが成果を生むには、ただ軍事力が存在す
決議との一致性は十分でなかったといえる。　　るだけでなく、その軍事力を適用しようとす
この決議の内容と人道的介入の概念との問の　　　る意志の存在が不可欠であろう。したがって、
帝離は、図ではボスニアUNPROFORを示　　「軍事力」と「意志」の2つの要素がそろっ
す「B」の位置と、 「国連による人道的介入」　　て初めて強制力として機能しうるのであり、
55)前掲NHK海外ドキュメンタリーの中での発言
56)英軍人Alex Finnen氏とのインタビュー。同氏はUNPROFORの活動に従事し、現在はOSCEボスニアミッション統合
選挙活動センターの責任者o同氏は、 UNPROFORはUNのプレゼンスを示すだけで、マンデート、能力、軍としての一
貫した構成などいずれも欠いていたと言う。
57)モーリス・ベルトラン『国連の可能性と限界』 (横田洋三、大久保亜樹訳)国際書院、1995年、117頁
58)民族浄化の状況については、元ポーランド首相マゾビエツキ氏が経済社会理事会人権委員会から任命され、 Sp∝ial
Rapporteur on the situation of human rights in the territory of the former Yugoslaviaとしてまとめたレポートが詳し
い　E/CN.4/1996/9、E/CN.4/1994/3、E/CN.4/1993/50などo　同氏は1995年7月のスレプレニッァ陥落のレポー
・トをまとめた後、人権侵害の惨状と国際社会の無力さに落胆、「私は明日のヨーロッパを信じて、ポーランドで全体主義
体制と戦ってきた。しかし、今日(Bg際社会から)見捨てられた人々の子どもが創る、明日のヨーロッパなどどうして信
じられようか。もう人権擁護の見せかけに荷担できない」として、 95年7月辞表を出した(E/CN.4/1996/9, Annex I,
pp.32-33)o
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その結果、何らかの成果がもたらされる、と　　　刻なUNPROFORの兵員不足を補う目的で
考えられる。そうなると、ボスニア　　　あった63)。このように、ボスニアでは一貫し
UNPROFORが実効性の点で不十分だった　　　て地上兵力としての「軍事力」が不十分であっ
のは、この2つの要素において問題があった　　　たことは否めない。
からではないかと、推定できる。　　　　　　　　　そうなると、 「もはや問題はマンデートで
また、旧ユーゴ紛争は紛争解決と人道的介.　はなく、その実践のための資源にある」とい
人のアプローチが同時に適用された形である　　　う状況であった64)。 Ⅲでみたように、ボスニ
が、概念上、紛争解決のアプローチが優先さ　　　アUNPROFORはすでにマンデ-ト上、強
れる特性を指摘でき、これも人道的介入の実　　　制力に制限があったが、そこに加えて、その
効性に影響を与えたと考えられる。　　　　　.マンデートさえも満たすに十分な実力が備え
られてないなら、もはや本来の人道的介入の
411 「軍事力」に関する側面　　　　　　　　　概念としての「武力を使用して強制的に」行
○ボスニアUNPROFORの地上兵力不足　　　　　動することはほとんど不可能となる65)。した
軍事力の点から検討してみると、まず明ら　　　がって、ボスニアUNPROFORは形式的に
かなのは、ボスニアUNPROFORの兵員不　　　は憲章7章下の第3世代型PKOとして、あ
足である。決議836に関して、 6か所の安全　　　る程度の強制力を期待されうるが、実際上は
地域でUNPROFORが抑止的な役割を果た　　　強制力は著しく欠けていた。その中で任務を
すには34000人の要員を要するとのガリ事務　　　遂行しようとするなら、紛争当事者の同意や
総長の報告に対して、実際は7600人の増強　　　協力を得なければならず、したがってボスニ
しかなかった59)。 1995年7月のスレプレニ　　　アUNPROFORはマンデート遂行の手法と
ツァ陥落の場合にも、セルビア大勢力は「目　　　しては、むしろ第1世代型PKOに近かった
分たちの攻撃から(スレプレニッァなどの)　　といってよいだろう。こういう状況では、セ
安全地域を守るつもりなら約3万人の兵力が　　　ルピア大勢力など紛争当事者が協力を拒み、
いる」60)と見積もっていたようだが、スレブ　　　安全地域への攻撃や人道物資の配給を妨害す
レニッァには、約450人のUNPROFORオ　　　れば、ボスニアUNPROFORとしては対応
ラング兵しかいなかった61)。同じく陥落した　　　できず、当然「実効性」は上がるべくもなかっ
安全地域のジェパにはウクライナ兵79人の　　　た。
みであった62)。 1995年6月になって、英仏
が約1万2500人の兵力からなる緊急展開軍　　　○米地上軍のUNPROFOR不参加
(RRF)をボスニア送ろうと決めたのも、深　　　　地上軍としてのUNPROFORの実力不足
59)市川とみ子「ボスニアにおけるUNPROFOR-PKOと武力行使の狭間で」 『NIRA政策研究』 vol.10、no.9、1997年、7頁
60) 『朝日新聞』 1995年7月14日14版
61)同上、1995年7月11日4版
62)同上、1995年7月19日14版
63)7月に一部は展開されたが、すでにスレプレニッァの安全地域は陥落していた。
64)J. Mayall, The New lntemntionism 1991-1994, Cambridge University Press, 1996, p.16.メイヨルはEg連の人道物資を運
ぶコンボイはall necessary measuresをとる権限があるが、地上兵力の増強がなかったとしている。
65)上で引用した「ブルドーザーのように蹴散らすことはできない」という意味は物理的にその能力がないことも指してお
り、また、ベルギー人司令官が決議とその手段との間には「fantastic gap」があり、 「私はもう決議を読まない」と話し
たのもUNPROFORの能力不足にいらだっからであった(The New York Times, 31 December 1993, p.A3.)。
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は、一貫して派兵を拒み続けたアメリカの影　　単純な推測はできないが、セルビア大勢力指
響が大きいと思われる。国連独自の固有の軍　　導者のカラジッチ氏が初期の段階で「欧米が
隊があるわけでなく、基本的に加盟国からの　　　もし1万の軍隊を投入してセルビア大勢力の
国軍の提供に依存する現在のシステムにおい　　補給路を断っていたら、われわれはおしまい
ては、結局、米軍が参加しないと国連の軍事　　　だったでしょう」 69)と語っているように、
力としては自ずと限界が出てくる。　　　　　　大規模な地上兵力が投入されてれば、何らか
アメリカは、ボスニアと同様、著しい人道　　　の成果はあったとも想定できるだろう。
上の危機にあったソマリアに対しては、ベト
ナム戦争以後、湾岸戦争を除けば最大となる　　　4・2 「意志」に関する側面
4軍約2万8000人の兵力を投入した66)。そ　　　　では、この地上兵力を投入する意志の薄弱
の多国籍軍「統一タスクフォース(UNITA　　　は、何に由来するのだろうか。ここでは、国
F)」としての活動は、人道支援物資の配給　　　際社会としての国連レベルでの意志と、加盟
という点では「劇的な」成果をあげたとされて　　　国の国内レベルでの意志という二つのレベル
いる67)。ボスニアの武力紛争は1995年11月　　　から検討してみたい。加盟国の国内レベルの
のデイトン和平合意により終息したが、アメ　　　意志については、最も影響力の大きい加盟国
リカはこの合意により設立された.多国籍軍　　　であるアメリカの場合をみてみる。
「平和実施部隊(IFOR)」 (総兵力約6万人)
に約2万人の地上部隊を送っている。 IFOR O国際社会の意志の不一致
の任期が切れた1996年末には、 「和平安定化　　　　まず国連のレベルでみた場合、国際社会と
部隊(SFOR)」が引き継いだが、これにも　　　して統一した意思形成ができなかった点が指
アメリカは総兵力約3万のうち、約8500人　　　摘できる。特に事務総長、欧米主要国はそれ
を出している。デイトン和平合意後2年以上　　　ぞれ思惑が相当違っていた。
経つが、ボスニアでは小競り合いはあるもの　　　　ガリ事務総長は1992年1月から第6代事
の、大規模な戦闘は再発しておらず、この点　　　務総長の職に就いたが、当初は旧ユーゴの状
で、 IFOR、SFORは軍事力として、成果をあ　　　況には大きな関心をさいてなかった、とみら
げたと言うことは可能だろう68)。　　　　　　　　れる。初のアフリカ出身の事務総長として途
したがって、旧ユーゴでの武力紛争に対し　　　上国の事態を重視し、 1993年初め、サラエ
て、アメリカがUNITAFやIFORに匹敵す　　　ボで「世界にはもっとひどい状況の地域があ
る軍事力を投入することは、その気になれば、　　る。あなたたちより深刻な場所は10個所は
物理的には、可能であったと言えるだろう。　　　あるでしょう」と話していた70)。西側先進国
66)宮坂直史「冷戦後の『人道的介入』とアメリカ対外政策」 『専修大学法学研究所紀要19政治学の諸問題Ⅳ』 1994年、212貢
67)J. Stevenson, "Hope Restored in Somalia?", Foreな乃Policy, no.91, 1993, p.139.
68)もっとも、戦犯逮捕や難民帰還の点では成果は上がっておらず、必ずしも米国防総省が言うような、 mRが「NATO
の軍事行動で前例のない成功を収めた」 ( 『朝日新聞』 1996年11月27日13版)という状態でもない。
69)前掲NHK海外ドキュメンタリーの中での発言0
70)NHKプライム11 『国連平和維持軍一知られざる内幕』 (スクリーンライフ制作、カナダ、1994年) 「前編なぜ成果が上が
らないか」の中での発言。
71)このガリ事務総長のユーゴに対する消極性に関しては、明石氏はE]想録で、和平の青写真もないところに国連が引き込
まれるのをガリ氏も明石氏も抵抗した、という趣旨を述べている(明石康「ボスニアPK0番かれざる700B　第-回」 『文
芸春秋』 1996年3月、 124頁)。しかし、当時ガリ氏は「平和への課題」にある「平和強制」のように、紛争解決に積極
的であり、 1993年後半にソマリアで失敗するまでは、やはりガリ氏の優先度はソマリアの方にあったのではないかと患わ
れる。
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主導の安保理常任理事国と比べて、エジプト　　バーの合意が形成されてなければならない。
出身のガリ事務総長がアフリカの飢餓や内戦、　　ユーゴ問題に関しては、本来「アクティビティ
特に当時顕在化しはじめたソマリアに、より　　(行動)」を行う国際機構としての安保理は、
大きな関心を向けたのは、ある程度避けられ　　意志の統一が不十分であるため、効果的な強
ない心情であろう71)。　　　　　　　　　　　　制措置を取れず、むしろ各国の思惑を調整し
また、安保理常任理事国も互いに意志の統　　　て妥協案を講じるという、フォーラムとして
一に欠けていた。基本的に欧州勢とアメリカ　　　の性格を帯びていたと言えるだろう。
の立場の違いである。欧州にしてみれば、バ　　　国連としての意志が薄弱ということは、国
ルカンは歴史的、地政学的に関連が深く、難　　連組織の性質が「加盟国の意志を映し出す鏡」
民流入など直接の影響を被るのに対し、アメ　・である以上、要するに各国にその気がなかっ
リカは物理的、心理的にも距離が遠い。さら　　　たから、と言うことも可能である。主要国の
に、立場の違いは同じ欧州国の中でも生じた。　　立場の違いから、国連レベルで一致した意志
英・仏などは当初からUNPROFORに地上　　　が形成されなかった、という上記の点のほか
軍を送っていたが、 NATOの中心的メンバー　　　に、上述したように、加盟国として特にアメ
である英・仏が東方に向かって兵力を展開す　　リカにその意志が弱かったという点も指摘し
るのはロシアにとって快くはなく、またロシ　　　なければならない。
アが歴史的、文化的に近いセルビア人勢力側
に理解を示す点でも、特異性があった。常任　　　○アメリカの意志の薄弱
理事国ではな.いが、その後コンタクトグルー　　　　そこで、次にアメリカがボスニア紛争に対
プ(連絡調整グループ、米英仏独露で構成)　　して、地上軍を派兵する意志が弱かった要因
の一角を占めたドイツも、クロアチアとのつ　　　を考えてみる。検証の有効な手がかりになる
ながりから、見解に相違があった。明石氏が　　　と思われるのが、ソマリア派兵との比較であ
紛争解決の要諦の一つとして「国際社会の側、　　る。アメリカはボスニアUNPROFORに派
特に主要国の一致した支持」を指摘していた　　　兵しなかったが、ソマリアには大規模な地上
が72)、ドイツも含めて、こういった安保理主　　　軍を送っている。この意志の違いを生じさせ
要国の基本スタンスの違いは、旧ユーゴ紛争　　　たのはなにか。
を通して基本的に変わることなく、結局4年　　　　ソマリア派兵を決めた1992年末以前の状
も武力紛争が続く根本要因のひとつであった。　　況で、両者を比較して考察すると、ソマリア
国際機構の権限を形態の点から考えると、　　　の方が道義的、倫理的動機づけを強く生起さ
「フォーラム(会議の場)」としての国際機構　　　せた、ということではないと思われる。悲惨
と、 「アクティビティ(行動)」　を行う国際　　　な状況がメディアで伝えられたのは同じであ
機構とに2分される乃)。フォーラムの場合な　　　り、特に民族浄化が明るみになってからは、
ら、意志や恩感の相違があること自体が前提　　　関心は欧州の安全保障という視点より、虐殺
であり、それを調整するのが目的だが、アク　　　に対する憤りや犠牲者を放置できないという
ティビティの場合、その前提として構成メン　　　感情のほとばしりに基づいていた74)。軍事的
72)明石氏は、真の平和は、 I)紛争当事者自身に和平を求める決意と、 2)国際社会の-致した対応、が必要であり、 「そのど
ちらが欠けていても、旧ユーゴに平和が訪れるはずもなかった」と話している(『朝El新聞』 1995年11月20日14版)0
73)渡部前掲書、27-29頁
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にソマリアの方が扱い易い、介入してもソマ　　　は実現しなかったが、主張としては、アメリ
リアは政府が崩壊し主権侵害の非難を受けに　　　カは一貫してこの立場を取っていた75)。
くい、といった点も指摘できるのだが、さら　　　　この選択肢を取った理由は、ひとつには
に、根本的に相違があったのは、その道義的、　「ムスリム大勢力が軍事力で劣っているまま
倫理的な動機づけを受けて、対象となってい　　　戦うのはアンフェア」とする、 「善玉と悪玉
る「著しい人道上の危機」を解消する手段と　　　を峻別して考えるカウボーイ的な文化」 76)
して、選択肢があるか、ないかの点であった。　　　にあるのかもしれない。しかし、根本的な理
ソマリアの場合は、破綻国家(failed state)　　由は、アメリカの死活的な利益がかかってな
の状況で、内戦と飢餓に苦しむ市民を救援す　　　い状況で、危険性の高い地上戦のために派兵
るには、米軍自らが展開するしか手段はない　　　できない、という現実主義的な計算によるも
とみられた。一方、ボスニアの人道上の危機　　　のと思われる。
は基本的にセルビア大勢力の攻撃によるもの　　　　また、一貫して地上軍を派兵しなかったボ
とされたので、その危機を救うには米軍が自　　　スニアとは対照的に、小規模とはいえ米軍が
ら赴いて防護する手段のはか、攻められてい　　　展開しているマケドニアの状況からも、示唆
るムスリム大勢力に武器を与えて、彼ら自身　　　を得られる。アメリ　カはマケドニア
が対抗すれば人道上の危機は解消される、と　　　UNPROFOR (後に国連予防展開軍　-
いう手段も想定されていた。こちらは、自国　　　UNPREDEPに改編)の活動のため、総員約
の兵士を危険にさらすことなく、かつ人道的　　1100人のうち、地上部隊約600人を出して
な良JLlの珂責も解消できる、一挙両得の選択　　　いる。当時マケドニアでは戦闘は発生してお
と見られたのでこの立場に立ったのであろう。　　らず、特段、倫理的な動機づけになるような
実際には安保理決議で武器禁輸が決定されて　　　状況はないと思われる。推定できるのは南バ
おり、地上軍を派兵している英、仏は武器禁　　　ルカンに飛び火するのは絶対避けなければな
輸解除に強く反対したので、この選択肢の方　　　らないという動機であろう。マケドニアにい
74)五十嵐武士「ボスニア紛争とクリントン政権-冷戦後の地域紛争と米国外交」 『Bg際問題』 1996年5月、no.434、59頁。
旧ユーゴ紛争に関して道義的発想は弱くなかった。アメリカ外交には伝統的に、モラリスティックなアプローチに基づく
政策が少なくないが、クリントンも大統領就任演説では「アメリカが行動するときは、他の国がやるように国益保護のた
めでなく、世界の良心と意志が、ないがしろにされたときである」と話し、このため、合意に向かっていたバンス・オーエ
ン案に対して、実質的に民族浄化を承認することになるから、と支持しなかった(J. Clarke, "Rhetoric Before Reality",
Foreign Affairs, vol.74, no.5, 1995, pp.2-7)。また、特に2回のサラエボ市民砲撃事件に関して、道義的発想が強かったと
思われる,1994年2月5 E]、サラエボの青空市場で、セルビア人勢力からと見られる砲弾が作裂、 68人の市民が命を落と
した。これをクリントン大統領は強く非難、空爆の最後通牒を突きつけての強行姿勢を取り、続けて4月に安全地域の
ゴラジュデがセルビア人勢力から攻撃された際は、初のNATOによる空爆に踏み切った1995年8月28日、再度サラ
エボが砲撃され、屋内市場近くに着弾、市民37人が爆死した事件に対応しても、直後の8月30日から約2週間にわたり、
報復としての大規模な連続空爆が行われたO
75)ボスニア政策に関して、クリントンと議会の共和党とは見解が違い、特に中間選挙で共和党が上下両院で勝った1994年
の11月以降は対立が激化、共和党が通した、ボスニアに対してアメリカ単独で武器禁輸解除を行うよう求める決議に対
し、クリントンは拒否権を行使して対抗する状況であった。しかし、クリントンはアメリカ単独での解除に反対していた
のであり、彼は大統領選挙キャンペーン中から武器禁輸解除と空爆を主張しているので、劣勢のムスリム人勢力らに軍
事的肩入れをするという発想は、クリントンも議会も同じであった。
76)ガリ事務総長が明石氏との会話の中で言ったという(明石康「ボスニアPKO嘗かれざる700日第三回」 『文芸春秋』 1996
年5月、3∽貢)。実際は、セルビア人勢力を「悪玉」、ムスリム人勢力を「善玉」と単純に2分することはできず、ムス
リム人勢力の「悪行」も少なからず指摘される。ムスリム人勢力は諸外国からの同情をいいことに、それを軍事作戦のカ
ムフラージュとして利用、たとえばスレプレニッァからの反攻の際もセルビア人の村々で民間人を殺戟したという(ミ-
シャ・グレニー『ユーゴスラグィアの崩壊』白水社、 1994年、 307貢)0
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る、約23%、約48万人の少数民族としての　　　性に影響を与えたと考えられる。旧ユーゴ紛
アルバニア人i" 、隣接する新ユ-ゴ・コソ　　　争を大局的に見た場合、著しい人道上の危機
ボ自治州のアルバニア人(約160万人。州全　　　の解消を図ろうとする「人道的介入のベクト
体の約82%を占める¥ 78)が呼応して、両地　　　ル」と、内戦という武力紛争自体を解決しよ
域で民族的衝突が起きれば、本国アルバニア　　　うという「紛争解決のベクトル」が衝突する
のほか、マケドニアと反目するギリシャ、ギ　　　ケースが見られる。この相反するベクトルの
リシャの仇敵、トルコなどに連鎖する可能性　　　ジレンマにより、人道的介入の実効性に支障
が高い。そうなるとNATO同士で撃ち合う　　　を釆たす面があると思われる。
という悪夢も招きかねず、 「ボスニア紛争な　　　1995年ぐらいからアメリカは旧ユーゴ紛
どよりずっと米国の直接利益にとって破滅的　　　争に対して積極的な姿勢を取り出したが81)、
である」 79)。　　　　　　　　　　　　　　　　　　その和平を導くための根本的な戦略は、紛争
このように、ボスニアに関してアメリカが　　　各勢力の「勢力均衡状態」を創出し、戦争遂
地上軍を派兵する意志が弱かった点を、ソマ　　　行のインセンティブを減らす、という発想で
リアとの比較、マケドニアの予防展開の例か　　　あった。これは「紛争解決のベクトル」であ
ら鑑みると、具体的には、地上軍派兵以外に　　　るが、これに対して、 「人道的介入のベクト
手段があったからであり、その根本には、ポ　　　ル」とのジレンマが発生した.具体例の-つ
スニアには米地上軍派兵の際の損失を上回る　　　は、 「空爆のジレンマ」であった。ボスニア
だけの国益を見出せないという、現実主義的　　　UNPROFORには決議836により、 NATO
思考があったからと思われる80)。　　　　　　　　による空軍力の支援が認められており、少な
からず空爆が実施された。空爆が紛争解決に
4-3紛争解決の成果と人道的介入の成果との　　　貢献した側面は否定できないであろう。特に、
ジレンマ　　　　　　　　　　　　　　　　　1995年8月末からのセルビア大勢力への連
以上の軍事力や意志の側面は旧ユーゴ紛争　　　続空爆は、 9月のセルビア大勢力によるサラ
に固有の政治的要因だが、さらに旧ユーゴ紛　　　エポ周辺からの重火器撤去、紛争当事国外相
争のような紛争解決と人道的介入が併存する　　　会議での和平の基本合意、 10月の停戦発効、
ケースにおける、普遍的な概念的要因も実効　　11月のデイトン和平合意とつながっていっ
77) 『世界年鑑1997』共同通信社、 1997年、 590頁
78)加藤雅彦『バルカンユーゴ悲劇の深層』日本経済新聞社、 1993年、 222頁
79)M. Glenny, "Heading Off War in the Southern Balkans", Foreign Affairs, vol.74, no.3, 1995, p.103.
80) 「旧ユーゴにアメリカの死活的な国益がない」という立場は、ブッシュ政権当時からとられていたO当時のベーカ-国務
長官は「ペルシャ湾と違い、われわれの死活的利益は脅かされてなかった。ミロシェビッチはサダムのような欲を持っ
ていたが、セルビアはエネルギー供給などの死活的利益に影響を与える力はなかった。当時のアメリカの利害にとって
脅威は不安定化していくモスクワの状況であり、またわれわれは中東和平の問題にも尽力していた」と回顧し、 EU統合
を目指して意欲盛んな欧州がバルカンを引き受けてくれて都合よかった旨を記している(J. Baker, The Politics of Dipl0-
macy-Revolution, War and Peace, G.P.Putnam's Sons, 1995, p.636.)。クリントン政権も、 1993年後半のソマリアでの失
敗の後は、内向きの姿勢を強め、 1994年5月にクリントンが署名した大統領決定指令(PDD25)により、国連の平和活動
への参加や米軍の派遣についてはアメリカの利益の観点から判断する立場が明確にされた。
81)このクリントンの方針転換の背後には、共和党の中間選挙の勝利により国内的政策の達成が難しくなり、 「長引くボスニ
ア紛争は-無能な政権というイメージを高めていた」という状況があり、またホルブルック国務次官補の積極的な提言
も大きかった(マイケル・J・スミス「旧ユ・-ゴスラビア紛争の教訓」 『外交フォーラム』 1996年2月、 no.89、 72頁)O放置
すれば旧ユーゴ問題が、1996年の大統領選で致命的な弱点になりかねず、またボスニアにイランなどイスラム原理主義の
影響力が浸透する恐れもあった.
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たため、「結局は、 (和平に向けて)空爆が威　　　アチアの奪還作戦によりセルビア人に対する
.力を発揮した」という見方もできる82)。 「NA　　　民族浄化が併発し、殺害、放火、略奪などで
TOのこの強引さが、本物の平和をもたらす　　　約15万人が難民、避難民となった86)。クリ
ことにつながるかも知れな小」.と、明石氏が　　ストファ-国務長官が「そのような攻撃をす
予測したのもこの点であった83)。　　　　　　　　れば・・・人道的な問題を引き起こすと思う一方、
しかし他方、空爆は人道的介入の側面から　　　交渉がやりやすくなるという思惑もあった」
見れば、逆効果となることがあった。ボスニ　　と話したように87'、勢力均癖による和平とい
ァUNPROFORは実際は、その任務逮行の　　　う紛争解決の目的が優先し、人道的な側面は
ためには中立の立場で、紛争当事者、特にセ　　　看過される結果になった。
ルピア大勢力からの協力と同意に依拠するし　　　　さらに、 「飛び地のスレプレニッァのジレ
かなかったが、空爆はその攻撃的性格ゆえに　　　ンマ」と言うべき状況もあった。安全地域の
敵意を生起させ、国連とセルビア大要力との　　　スレプレニッァは95年7月にセルビア大勢
関係が悪化、その結果、 UNPROFORの人　　　力の攻撃で陥落、上述のようにUNPROFOR
道的な任務が遂行困難に陥ったからである&4)。　　自体はマンデート上、かつ能力上その防御は
「地上で平和維持、空で平和強制という並行　　　不可能であったが、国際社会の側にも同地を
路線は、軍事力の有効活用の選択肢を狭め」　　維持しようという積極的な意図は見うけられ
ることにもなり85)、行き詰まった国連活動に　　　なかった。その理由のひとつには、セルビア
対し撤退論も出たが、最終的には、 95年8　　　人勢力との領土交渉をする際、スレプレニッァ
月末からの連続空爆など紛争解決のアブロー　　　のような飛び地が少ない方がやり易いという
チが優先した結果となった。　　　　　　　　　　発想があったと言われる。実際にボスニア東
また、同様に「クロアチア支援のジレンマ」　　部で-個所残った飛び地である、ゴラジュデ
も指摘できる。アメリカは、すでに連邦形成　　　はデイトン合意の和平交渉で、回廊の設置、
で同意しているムスリム人-クロアチア大勢　　　そのための領土の増減をめぐり、交渉進展の
力に対し水面下で軍事援助を行い、セルビア　　　大きな障害の一つになった。この点から、ス
大勢力との力の均衡を画策、 1995年5月以　　　レプレニッァが見捨てられたのは、和平交渉
降のクロアチアによる同国内のセルビア人支　　　という紛争解決の目的が優先されたため、と
配地域(西スラボニア、クライナ)の奪還や、　　いう指摘も可能であろう。
ボスニア内のムスリム大勢力の反攻により、　　　　以上のような状況は、紛争解決の成果と人
軍事バランス上は両勢力がほば五分五分にな　　　道的介入の成果が相反し、その結果、紛争解
る状態が作られた。しかし-方で、このクロ　　　決の成果が優先されたことを示すが、こういっ
82)『朝日新聞』 1995年11月26日14版
83)明石康「ボスニアPK0番かれざる700日第三回」 『文芸春秋』 1996年5月、 311頁
84)UNPROFORの任務遂行はもとより、拘束されて「人間の盾」として使われるなど、 UNPROFORの要員自身の安全す
らも脅かされた。
85)フランク・ウンバッハ「旧ユーゴスラグィア紛争とNATOの役割一欧州安全保障への教訓」 『国際問題』 1996年5月、no.
434、34頁
86)B.Boutros-Ghali, Confronting New Challenges - Annual Report of the Secretary-General on the work of the Organization
1995, UN Dept. of Public Information, 1995, para.927-928.
87)前掲NHK海外ドキュメンタリー、第6回「アメリカによる和平」の中での発言0
88)この他、現場レベルの援助活動者は人道支援活動には、むしろ紛争を長引かせる効果もあり、ジレンマが生じると指摘す
る。支援物資は現地に届いたとしてもその地域の紛争当局に操作され、人々を救うと同時に現状を固定化することにもな
るという(UNHCRサラエボ事務所長Peter Deck氏とのインタビュー)0
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た事態は、紛争解決と人道的介入のアプロ　　　　　UNPROFORであった。
チが併存する際には、ある程度不可避的な現　　3)成功する人道的介入の規準として「正当
象ではないかと思われる。それは、根本的に　　　　性」と「実効性」を想定し、まずボスニ
人道的介入という概念自体が、緊急の事態に　　　　アUNPROFORの「正当性」を検証する
対応する一時的な性格の行動である点による　　　　と、国連憲章上の合法性という観点から
と思われる。他方、紛争解決としての行動は、　　　は、正当性があると言えるだろう。一国
図1に示されるように、中、長期的な観点か　　　　内の「著しい人道上の危機」を「平和に
ら包括的に行われるので、そこで同時に人道　　　　対する脅威」と認定し、憲章7章下の強
的介入の行動が行われた場合、人道的介入の　　　　制行動として行われる「国連による人道
行動は包括的な紛争解決プロセスの中に吸収　　　　的介入」の形態について、合法性を導く
される形になり、その結果、紛争解決の視点　　　　ことは可能であると思われる。
から人道的介入の成果が判断され、もし、紛　　　4)一方、安保理決議と人道的介入の概念と
争解決にとってマイナスであるなら、人道的　　　　の一致性という点においては、正当性は
介入としての成果は切り捨てられてしまうの　　　　低かったと判断される。安保理決議でボ
ではないだろうか。　　　　　　　　　　　　　　　　スニアUNPROFORに付与された強制力
したがって、ボスニアUNPROFORが実　　　　　には制限があり、具体的なマンデートも
効性の点で劣っていたのは、 4-1、 412の軍事　　　　中途半端な面があったことから、決議の
力と意志の欠如と　い　う　ボ　ス・ニ　ア　　　　内容と本来の人道的介入の概念との間に
UNPROFORに固有の要因のはか、紛争解　　　　は率離があったからである。この帝離は、
決の中で人道的介入が行われる際に生じる、　　　　図1ではボスニアUNPROFORを示す
概念上、不可避的なジレンマによる要因も指　　　　「B」の位置と、 「国連による人道的介入」
摘できると思われる。　　　　　　　　　　　　　　　を示す領域との距離として示される。
5) 「実効性」については、スレプレニッァ
終わりに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陥落など民族浄化の状況を見れば、ボス
ニアUNPROFORに「実効性」が乏しかっ
以上の議論の要点をまとめると以下のよう　　　　　たのは明らかだろう。
になる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6) 「実効性」不足の直接的な要因は
1)旧ユーゴ紛争は紛争解決と人道的介入の　　　　　UNPROFORの兵力不足に由来する。実
アプローチが併存するので両者の概念の　　　　　力が乏しい状況では、形式上は憲章7章
整理が必要。紛争解決の概念としての国　　　　下の第3世代型PKOであっても、実質
連の5つの平和機能と、内戦を対象にし　　　　　的にはほとんど強制力はなかったと言え
た人道的介入との概念上の位置関係を整　　　　　る。その中で任務を遂行するには、紛争
理すると、図1のように示すことができ　　　　　当事者の協力と同意が前提になり、手法
る。それぞれの概念は並立したり重複し　　　　　としては第1、第2世代型PKOに近かっ
たりする場合もあり単純ではない。　　　　　　　た。したがって紛争当事者が非協力的に
2) UNPROFORの活動は3地域・形態に分　　　　　なると、ボスニアUNPROFORとしては
化していたが、その中で人道的介入に最　　　　「実効」ある行動は取れなかった。
も近いと目されるのはボスニアの　　　7)ボスニアUNPROFORの実力不足は、地
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上兵力を派遣する意志が国際社会の側に　　　　のため、紛争解決のような包括的、中・
弱かったためであり、その一因は、国際　　　　長期的な行動と競合して行われた場合、
社会の主要国の間で、意志が統一されな　　　　人道的介入の行動は一連の紛争解決プロ
かったためであった。ガリ事務総長、ア　　　　セスの中に吸収される形になり、その結
メリカ対欧州、欧州諸国内でそれぞれ、　　　　果、紛争解決の成果の点から人道的介入
旧ユーゴ紛争に対して思惑が違っていた。　　　　の成果が判断され、もし、紛争解決にとっ
8)ボスニアUNPROFORの地上兵力不足は、　　　てマイナスであるなら、人道的介入とし
アメリカ軍の不参加が大きかった。アメ　　　　ての成果は切り捨てられてしまうのであ
リカがボスニアに派兵しなかったのは、　　　　　ろう。
ほぼ同時期に大規模な米軍が送られたソ
マリアと比較すると、ボスニアの場合は　　　　このように検証してみると、ボスニア
地上兵派遣以外に、人道上の危機の解消　　UNPROFORが人道的介入として成功しな
を図れる(と思われた)選択肢があったた　　　かったのは、端的に言えば、それは本来の人
めであった。民族浄化はムスリム大勢力　　　道的介入ではなかったからと、言えるだろう。
が劣勢なため起こるのであるから、武器　　「正当性」の点においても不十分であったし、
禁輸の解除などでムスリム大勢力に武器　　「実効性」の点でも成果は乏しかった。その
を供与すればよい、とする発想は、自国　　原因は、 「正当性」の観点では、安保理決議
の兵力を送らず、かっ道義的な要請にも　　　と人道的介入の概念との一致性において問題
応える一挙両得の選択肢と捉えられた。　　　があったためであり、要するに、安保理決議
9)逆に、マケドニアには小規模とはいえ地上　　　の内容が不十分、中途半端であった点に起因
兵を送っている状況も含めて考えると、　　していた。 「実効性」の観点では、直接的に
根本には「ボスニアには米軍部隊の損失　　　はUNPROFORの実力不足が大きな要因で
を上回るほどの利益は見出せない」とい　　　あったO不十分、中途半端なマンデートであ
う現実主義的な判断が優先したと推定で　　　る上に、任務遂行のための適切な実力が備わっ
きる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ていないなら、当然、成果は期待できない。
10)上記のような旧ユーゴ紛争に固有の政治　　　UNPROFORの兵力不足は、国際社会、特に
的要因の他、旧ユーゴ紛争のような紛争　　　アメリカの側に地上兵を提供する意志が弱かっ
解決と人道的介入が併存、競合するケー　　　たからであり、それは結局はボスニアには派
スにおける、概念的要因も実効性に影響　　兵のデメリットを補う国益がないという判断
を与えたと考えられる。著しい人道上の　　　によっていたといえる。また、こういった政
危機の解消を図ろうとする「人道的介入　　　治的要因によるはか、紛争解決の概念と人道
のベクトル」と、内戦という武力紛争臼　　　的介入の概念が競合して適用される場合の特
休を解決しようという「紛争解決のベク　　　性も、人道的介入の成果を妨げる障害になっ
トル」とのジレンマが生じ、結局紛争解　　　ていたと思われる。
決の成果の方が優先される状況が見られ　　　　冷戦後の刷新された国際環境の中、人道的
た。これは、人道的介入という概念自体　　　介入の概念が注目されているが、ボスニア
が、緊急の事態に対応する一時的な性格　　　UNPROFORのケースは、国家は多少良心
の行動であることによると思われる。こ　　　の痛みはレトリックとして表明するものの、
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依然、冷静な利益計算に基づく現実主義の発
想で動くことを示す一例であろう。ルワンダ
やソマリアのケースも示唆するように、現状
では「正当性」と「実効性」を備えた、本来
の人道的介入を現実化するのは、かなり困難
であるように思われる。
・当面、本来の人道的介入が困難であるなら、
事前にそういった事態の招来を防ぐ、予防外
交の充実に力を入れる方が現実的とも言える。
しかし、ステッドマンが予防外交の主唱者を
「錬金術師」とたとえるように紺)、予防外交だ
けですべてを解決できるわけではない。した
がって、予防外交を重視しながらも、人道的
介入自体の発想も維持し続けるべきであろう。
選択的で国益に左右される人道的介入であっ
ても、結果的に救われる幸運な人々は存在す
るのであり、UNPROFORに救われた人も少
なくないはずである。そう考えると、当面は、
「正当性」 「実効性」が不十分であっても、で
きることを積み上げていくべきであろう。そ
の過程で、将来の人道的介入レジーム創設の
方向性が見えてくるのではないか。
(了)
89) S. Stedman, "Alchemy for a New World Order", Foreign Affairs, vol.74, no.3, 1995, pp.14-20.
*以上のほか、ユーゴ問題に詳しいジャーナリ　スト、千田善氏のコメ　ント、同氏のホームページ
(http://www.pluto.dti.ne.jp/　z-chida/)上のサントリー論文「Eg際社会とユーゴ紛争」などを参考にした。
